
 

消費者教育フェスタinぎふ 

 

日  時：平成２４年２月２２日（水）１３：００～１７：００ 

          ２月２３日（木） ９：３０～１１：４５ 

場  所：（２２日）岐阜市立長良東小学校、東長良中学校 

     （２３日）ホテルグランヴェール岐山 

参加者数：１，０２７名 

 

【１日目】 

12:30 受付 

13:00～15:15 授業公開、ワークショップ（協力：社会的責任に関する円卓会議） 

 13:00～15:15 東長良中学校 

 ◇ 消費者教育の授業公開 ４学級【13:00～14:00】 

 

 

 

 

 ◇ 消費者教育ワークショップ【14:15～15:15】 

※ 各種企業、団体が提案する21講座に生徒が参加 

 

 

 

 

 13:20～15:15 長良東小学校 

 ◇ 消費者教育の授業公開 ４学級【13:20～14:20】 

 

 

 

 ◇ 消費者教育ワークショップ【14:30～15:15】 

※ 各種企業、団体が提案する11講座に児童が参加 

15:15～15:30 移動・休憩 

 

15:30～15:45 （以下、東長良中学校体育館で実施） 

児童生徒による発表 

15:45～15:55 講評 国立教育政策研究所教育課程研究センター 

樋口 雅夫 教育課程調査官 

16:00～17:00 講演「かしこい消費者になるために～身近な生活談義～」 

  三瀬 顕 弁護士（元ＮＨＫ「生活笑百科」コメンテーター） 

 

１年学級活動「園芸活動の経費を有効に活用するためには」、１年学級活動「インターネ

ットを賢く使える消費者になろう」、２年技術・家庭科「めざせ！かしこい消費者」、３

年社会科「わたしたちの暮らしと経済」 

１年生活科「おつかい名人になろう」、３年道徳「私にできるリサイクル」、５年家庭科「じ

ょうずに使おう物やお金」、６年学級活動「風評被害を考える」 

【第１学年】岐阜県金融広報委員会、製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ）、パナソニッ

ク、毎日新聞社、国民生活センター、消費者関連専門家会議（ＡＣＡＰ）／プロミス、

ソフトバンクモバイル／企業教育研究会、【第２学年】消費者教育支援センター、大垣

共立銀行、ＫＤＤＩ、読売新聞社、日本消費生活アドバイザーコンサルタント協会（Ｎ

ＡＣＳ）、早稲田環境教育推進機構／企業教育研究会、第一生命保険、【第３学年】岐阜

県司法書士会、岐阜市消費生活センター、中日新聞社、生命保険文化センター、全国銀

行協会、花王、公正取引委員会 

【第４学年】東芝、シャープ、東京海上日動火災保険、カルビー【第５学年】積水ハウ

ス、生活協同組合コープぎふ、岐阜新聞社、【第６学年】岐阜県県民生活相談センター、

中部電力、朝日新聞社、十六銀行 

資料３－２



 

 

【１日目】消費者教育に関わる教材・資料の展示（13:00～17:00） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２日目】 

9:00 受付 

9:30～ 9:40 挨拶 

 文部科学省生涯学習政策局 

岐阜県教育委員会 

9:40～10:10 事例報告「親子で学ぶ消費者教育の取組について」 

      文部科学省生涯学習政策局男女共同参画学習課 

    「学校と消費生活センターとの連携・協力」 

      岐阜市立加納中・青山中＆岐阜市消費生活センター 

10:15～11:45 シンポジウム「地域社会における消費者教育 

～連携・協働をテーマに生まれるもの～」 

 ・コーディーター 西村 隆男 横浜国立大学教授 

・パネリスト 大藪 千穂 岐阜大学教授 

       高橋 忠明 岐阜市立東長良中学校校長 

       堀間 繁則 社団法人消費者関連専門家会議（ACAP） 

中部地区部会長 

（株式会社壱番屋お客様ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ部長） 

        柴田 博子 公益社団法人日本消費生活 

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ･ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ協会（NACS）中部支部長

 

【展示団体一覧：計３７団体】 （協力：社会的責任に関する円卓会議） 

金融広報中央委員会／岐阜県金融広報委員会、公正取引委員会、国民生活センター、製品評価技術基

盤機構（ＮＩＴＥ）、経済広報センター、生命保険文化センター、消費者関連専門家会議（ＡＣＡＰ）、

日本証券業協会、日本損害保険協会、消費者教育支援センター、日本生活協同組合連合会、生活協同

組合コープぎふ、日本自動車工業会／トヨタ自動車、岐阜県県民生活相談センター／岐阜県環境生活

政策課、岐阜市消費生活センター、全国銀行協会、日本弁護士連合会、日本労働組合総連合会、岐阜

県司法書士会、「持続可能な開発のための教育の１０年」推進会議（ＥＳＤ－Ｊ）、野村ホールディン

グス、東芝、ダイキン工業、第一生命保険、シャープ、プロミス、中部電力、サントリー、積水ハウ

ス、岐阜新聞社、朝日新聞社、読売新聞社、ソフトバンクモバイル／企業教育研究会、早稲田環境教

育推進機構／企業教育研究会、環境省、金融庁、消費者庁 （＊順不同）


